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おわりに
はじめに
本日は、『金融法提要（預金・融資・決済手段）』（2019
年、成文堂）（以下、柴崎・提要とする）の発刊を契機
に、この書物でなければ書いていないようなトピック
スを取り上げてお話ししようと思います。
振込取引の法律構成というのが今日の主題です。こ
の新しい本の紹介を兼ねて、お話ししたいと思います。
Ⅰ 為替とは
Ａ 現送を伴わない資金の移動
為替（柴崎・提要[13201]）というのは銀行の基本業
務の一つであり、かつては為替専業の銀行もありまし
た。横浜正金銀行というのがそれです。後の東京銀行
です。現代では為替専業という業態自体は見られず、
おそらく預金の受入れと貸出および手形割引とをあ
わせ行う受信与信の併営と並んで為替部門を持つの
が通例であると思います。為替とは、隔地に資金を移
動させる行為をさしますが、現金そのものを運搬する
もの、正貨現送といいますが、これは運送に該当する
取引でありまして、区別が必要です。
ここまでいえばおわかりのように、為替の特徴とは、
現金自体を移動させず、意思表示の伝達を通じて資金
を移動させることを意味します。もっとわかりやすい
例を具体的にお話しします。
Ｂ 「送金」から「振込」へ
fig.1 は、甲乙がその間で弁済や与信、あるいは贈与
を実行・実現しようとしている場面をさしております。
よく為替取引で、金融機関を利用する顧客側の当事者、
送る側受け取る側の両方のそれのことを実質関係な
いし原因関係の当事者という言い方をします。甲が依
頼人、乙が受取人となります。甲のいる地にはＡ銀行
が、乙の地にはＢ銀行が所在しています。
原始的な為替の場合、ＡＢ間にはコルレス契約（柴
崎・提要[13203]注 218）という基本契約があり、これ
に基づいて具体的な送金の内容は符丁を使って通信
により伝達されます。Ａは甲から送金の依頼を受け資
金を受領したうえで、Ｂに向けた為替の通知を発信し
到達させます。場合によって、乙に向けてＡが振出し
た小切手をＢ経由で交付させ、その取立委任を受けた
金融機関からの呈示に対する支払で乙に支払がなさ
れるようにするとか、Ａから乙に電報が届き、乙がＢ
の店舗に受領に赴くとＢが所定の金額を払い渡すと
いうような方法もとられます（「送金」）。資金の払出し
はＢから乙に行われ、その資金を現金で持ち帰るか銀
行口座を開設してこれに入金するかは乙の自由です
（柴崎・提要[13203]）。ＡＢ間の決済（柴崎・提要
[13204]）が終わっていませんが、コルレス契約の定め
に基づき、銀行間の交互計算のようなもので処理する
場合が多かったようです。
振込というのは、これを発展させたもので、乙がＢ
との間で預金契約締結の予約的合意を結んでおき、こ
れに基づいて爾後Ｂが乙にことわりなく入金記帳を
2通じて預金契約を成立させるようにするものです。ま
た、コルレス契約というものを説明しましたが、現代
では、日本国内の取引に関する限りは、全銀システム
（柴崎・提要[13204]注 221）というデータネットワー
クが用いられ、法的には、これを用いた取引に適用さ
れる内国為替取扱規則（柴崎・提要[13205]）という多
数当事者間の契約の形式が採用されています。また、
銀行間決済は、日銀ネットと呼ばれるシステムによっ
て、当初は為決時点決済と呼ばれる方法で、当日の取
引で発生した貸借を定められた決済の時点で一斉に
差引計算する方法で行っていましたが、後に改められ、
大口取引については RTGS という方法で、貸借が成立
する都度グロスで決済する方法がとられています。
そこで法的な問題として、振込によって預金契約が
成立する、ということをどう説明したらよいのかとい
う課題が残ります。
その前提として言及される、ひとつの判決がありま
す。最高裁の平成 8 年 4 月 26 日の判決（柴崎・提要
[13207]注 234）がこれです。
少し長くなりますが事実関係を説明の上引用しま
す。
この事件では、振込依頼人甲がビルの賃借人であり、
賃貸人（「東辰」）の賃料受取口座を同一のカタカナ名
称を有する別の倒産している乙会社（「透信」）の口座
と取り違え、振込によって預金を成立させた事例です。
錯誤無効の主張ができない表意者の重過失による錯
誤と思われます。そのため、振込は有効、預金債権は
無事成立してしまいました。この倒産会社乙は役員が
行方不明で連絡がつかなくなっており、口座名義人の
承諾がとれないためＢ銀行は「組戻し」（その性質は、
原状回復ともいわれるが、おそらくは振込依頼人と受
取人とを逆にした新たな振込とみるべきであろう。振
込規定上の「組戻し」は、対応する振込依頼が存在せ
ず、銀行側の内部的な過誤によってあたかも振込で預
金が成立しているような記帳の外形が存する場合に
これを削除する過程をさす）にも協力してくれません
でした。乙には周到に公正証書を作っていた債権者が
おり、この預金債権を客体として差押を開始したので、
第三者異議の訴え（民事執行法 38 条）により、強制執
行を排除しようとして争い、最高裁に係属したもので
す。結論として甲側が敗訴しました。
甲側は、原因関係がない振込では預金が成立しない
と主張しましたが、その主張自体、預金が存在しない
のならば第三者異議の訴えで甲が主張する「引渡を妨
げる権利」も存在しないことになるという矛盾に満ち
たものでしたが、最高裁はかかる矛盾した主張はとり
あわず、問題を整理して次のように説示しています。
「振込依頼人から受取人の銀行の普通預金口座に振
込があったときは、振込依頼人と受取人との間に振込
みの原因となる法律関係が存在するか否かにかかわ
らず、受取人と銀行との間に振込金額相当の普通預金
契約が成立し、受取人が銀行に対して右金額相当の普
通預金債権を取得するものと解するのが相当である。
けだし、前記普通預金規定には、振込みがあった場合
にはこれを預金口座に受け入れるという趣旨の定め
があるだけで、受取人と銀行との間の普通預金契約の
成否を振込依頼人と受取人との間の振込みの原因と
なる法律関係の有無に懸からせていることをうかが
わせる定めは置かれていないし、振込みは、銀行間及
び銀行店舗間の送金手続を通して安全、安価、迅速に
資金を移動する手段であって、多数かつ多額の資金移
動を円滑に処理するため、その仲介に当たる銀行が各
資金移動の原因となる法律関係の存否、内容等を関知
することなくこれを遂行する仕組みが採られている
からである。」「また、振込依頼人と受取人との間に振
込みの原因となる法律関係が存在しないにかかわら
ず、振込みによって受取人が振込金額相当の預金債権
を取得したときには、振込依頼人は、受取人に対し、
右同額の不当利得返還請求権を有することがあるに
とどまり、右預金債権の譲渡を妨げる権利を取得する
わけではないから、受取人の債権者がした右預金債権
に対する強制執行の不許を求めることはできないと
いうべきである。」
判旨は、以上のとおり、振込により預金を成立させ
る場合、原因関係の存否は預金の成否に影響しないと
いうものでした。あまり法律文献ではそういう指摘は
少ないのですが、この判決の確認した原理は、振込の
仕組みが預金通貨として機能するために必須のもの
3と考えられます。
もともと金銭は、法律によって強制通用の対象とな
っております。強制通用は、具体的にどんな（例えば
盗難に遭った）銀行券や補助貨幣を用いて弁済しよう
とそれは弁済として保護され、弁済受領者は第三者か
ら追奪されないという絶対的な保証が必要になりま
す。そのため、現金については金銭所有権の占有所有
一体説といって、占有を失った金銭所有権は保護され
ないというルールがもともと存在しています（柴崎・
提要[13102]注 201）。これと同程度に、預金通貨の準
物権変動もその効力を保証すべきであるとすれば、振
込の結果成立する預金が、原因関係の如何で効力を損
なわれてはならないということになるはずだからで
あります。
この平成 8 年判決は、動かしようがない原則を確立
したものと考えて、これを出発点にして考えてみまし
ょう。
Ⅱ 振込をめぐる法的構成
Ａ 振込の特殊な性格
先ほどの送金為替と似ているチャートですが、fig.2
をご覧ください。
決定的に違うのは、乙Ｂ間に預金契約、預金枠契約
と呼んだほうが正確なのですが、そういうものが存在
しているところです。これは預金契約そのものという
よりも、将来において預金契約を成立させる予約（柴
崎・提要[13206]）を、乙に依頼されてＢが引受けてい
るということになるからです。そういう基本契約のこ
とをしばしば「枠」契約と呼ぶことがあります。
ところで、預金契約とはどういう契約でしょう。わ
れわれは、民法第 3 編第 2 章のなかに、契約のカタロ
グを持っています。典型契約といって、近代社会で一
般的に用いられる各種の契約の類型を列挙し、それぞ
れの類型に特有の規則をまとめています。第 11 節に
は、寄託という範疇があり、そのなかでも、預金契約
に該当するのは消費寄託と呼ばれるものにあたると
されています。消費寄託も含めまして寄託契約は、寄
託物返還請求債権を成立させる契約ですが、この債権
が成立するためには、契約の成立と、寄託物の預託の
二つが必要になります。ただ、後者の要件を契約の成
立の中に取り込んでしまう要物契約という類型とし
て規定を置く方法と、後者は契約の成立要件ではない
（すなわちこの契約は諾成契約である）が返還債権の
成立要件にはなっているという立法方法とがありま
す（現行民法は前者の方法で、平成 29 年改正民法で
は後者の方法がとられています）。いずれにしても、寄
託を支配するルールの一つは、「預かったものを返す」
「預からなければ返しようがない」というものです。
そして、この預金「枠」契約の具体的なあらわれは、
たいていの預金規定のひな型のなかに登場する「為替
による預金も受け入れます」という一か条です（柴崎・
提要[13206]注 229）。預金者から依頼されて金融機関
は為替通知（ここでいえば、甲から依頼されたＡがＢ
に送信するメッセージによります）が到達したら預金
者を本人とする代理行為によって自らとの間に預金
契約を締結することができるのです。民法 108 条によ
り人は契約の相手方の代理人になることは原則はで
きませんが、予めの許諾があれば可能です（柴崎・提
要[13206]注 229）。そうすると、乙の寝ている間に振
込通知がＢに届く。元帳に入金記帳が行われ、乙は知
らない間に預金者になるのです（柴崎・提要[13206]注
228）。しかしその時点以降は、これが普通預金・当座
預金といった即時払預金である以上は、乙はすぐさま
この預金を引出すことができます。それはＢがＡとの
間で銀行間決済を完了していなかったとしても、なの
です。特に、現時点では小口振込については依然とし
て為決時点決済というのが行われているので、朝 10 時
に成立した預金も、実はその見合いになる資金は 16 時
15 分以降にならないとＢ銀行には届いていません（為
決時点決済）。RTGS（柴崎・提要[13204]注 221）が
実施されていれば、そういうことは事実上の蓋然性と
してはなくなるはずですが、法的な建前として、届い
てなくても、入金記帳があれば、Ｂは既に預金契約上
の消費寄託金銭返還債務の債務者となります。
振込のマジックは、この点にあります。先ほどわた
くしは、寄託を支配するルールの一つは、「預かったも
のを返す」「預からなければ返しようがない」というも
のだと申しましたが、実際の振込による預金の扱いは
あきらかにこのルールに抵触することになります。Ｂ
は何も預かっていないのに、乙は預けたものを返せと
4言えるんですよ。おかしくありませんか。
そこでいろいろな説明が行われてきました。例えば、
甲がもともとＡを通じてＢを債務者とする為替金の
預託債権を成立させていて、振込はこれを乙を譲受人
として債権譲渡するものという考え方。これは対抗要
件不具備という一点で却下されるべき学説です（柴
崎・提要[13206]注 227）。他の学説については省略し
ますが、一番語られてきたのは甲がＡに振込を委任し、
ＡがＢにこれを取次いで預金を成立させるという解
釈です（柴崎・提要[13206]）。しかしこの説明では今
述べたような「預からなければ返しようがない」問題
は解消されていません。問題なのは、甲を委任者Ｂを
受任者とした委任が存在するにしても、その委任事務
の内容が「寄託金銭返還請求債権を成立させること」
であるとすると、現実の預入がどの場面でもまだ行わ
れていない以上受任者の入金記帳からは寄託金銭返
還請求債権が発生していない状態になっていること
になるからです。
他方、Ｂが乙に向けて行った「出捐」行為に何かの
「名義」を与えなければ、乙がこれを給付保持力をも
って受領できないとするならば、例えば乙が甲に対し
て有する債権を満足させるために第三者であるＢが
第三者弁済の方法で弁済しているとでも言わねばな
らないことになりそうですが、そうすると平成 8 年判
決が確立した命題が満たされないことになります。
そこで、Ｂが、誰からも何も貰っていないにもかか
わらず乙に預金の返還として資金を払戻すことを正
当化できるような出捐行為を想定する必要がありま
す。そこで一部学説は、ドイツ民法典に定められた無
因債務承認（柴崎・提要[13206]注 230）をＢの乙に対
する入金記帳のなかに見出すといいます。しかし今度
は、これでは効力が強すぎる。甲の重過失とはいえな
いような手違いで行われた振込依頼のときばかりか、
甲なる者が実在せず、もっぱらＡの過誤でシステムが
作動し入金記帳が行われた。その結果乙がこの世にな
いはずの預金を得てしまった。そういう場合にも預金
の成立が否定できないことになります（だからこそ、
この説をとる論者は、約款上、銀行側の過誤記帳訂正
権を約定する必要を説くのです）。思うに、せめて甲に
よる振込の依頼そのものは真実行われているもので
なければならないだろうと思われます。
Ｂ 「指図」としての振込
そこで、こう考えたらどうでしょうか。「指図
」と考える説です。この説のモデルはスイスのベット
シ ャ ー ル （ BETTSCHART (Sébastien), Virement 
enchaîne et assignation bancaire. Droit suisse des 
obligations et contexte international, Schulthess, 
Zurich, 2000.）という、いまジュネーヴでＭ＆Ａ専門
の弁護士をやっている人の学位論文に登場するアイ
ディアです（柴崎・提要[13206]注 231。柴崎暁「スイ
ス私法における振込学説」企業法の現代的課題（2015
年、成文堂）295-311 頁）。まあ、普通日本の法学者が
たよる通説というのはフランスとかドイツを起源と
するものが多いと思いますが、そこで何でスイスかと
いうと、細かいことは省きますが、民事法の諸前提（有
因主義的出捐行為観。柴崎暁・手形法理と抽象債務
（2002 年、新青出版）[1201]以下）と、振込の実際の
システム（柴崎・前掲「振込学説」）とが、日本のそれ
とよく似ているからです。
振込は、指図である。指図といいますのは、明治 23
年民法財産編に「嘱託」という名で定められていたこ
とがあり（柴崎・抽象債務[3201]以下）、明治 29 年の
新民法に改正されるときに削除されてしまった、更改
に近い制度です。もともとフランス民法典に規定があ
ったもの（délégation）で、ドイツ（Anweisung）でも
イタリア（delegazione）でも民法典に定められ、スイ
ス債務法（assignation）でも規定されている、給付過
程を省略する決済制度です。日本の実定法では、大正
6 年の大審院判決（柴崎・提要注 231）でそれらしき
ものの存在が確認されるなど、名を失って生きてきた
概念というべきものであると思います。この概念抜き
で近代資本主義の決済制度を語ることはほぼ不可能
だとさえいえるものです。商法の為替手形を説明する
場 所 で は 必 ず 言 及 さ れ て い ま す （ 柴 崎 ・ 提 要
[33201bis]）。fig.3 に示した符号で説明しますと、「被
指図人 α が指図人 β の指示に従って指図受取人 γ
に向けて出捐を実行する行為。これにより、γ は β
から、β は α からそれぞれ出捐を受取っていたもの
と擬してこれをかれらの計算に帰せしめることがで
5きる」と定義することができます（柴崎暁「主観的更
改と純粋指図」法学雑誌タートンヌマン別冊〔池田眞
朗他編・民法（債権法）改正の論理〕（新青出版、2010
年）415-461 頁、柴崎暁「指図-古典的多角的法律関係
としての」椿寿夫＝中舎寛樹（編）・多角的法律関係の
研究（日本評論社、2012 年）196-208 頁）。
ここでβにあたるものが甲、Ａ銀行は甲の意思表示
の伝達の補助者なのでとばしてαがＢ銀行、そして受
取人である乙がγになります。この指図に基づくαの
γへの出捐は、αβ間・βγ間の実質関係の有効無効・
存在不存在の如何を問わず独立して効力を保ち続け
るものです（抗弁の制限）。当事者の実質的な利得の清
算は、指図の法律関係の外側で行われることになりま
す。いわゆる三者不当利得の法理です。
しかし、それだけでは、その無色透明で抽象的な出
捐が、消費寄託という「色付き」の契約になることが
説明できません（この点そのものを問題化した文献と
し て は HAMEL, Banque et opérations de banque, 
tome II, Paris, Rousseau et Cie, 1943, pp 221-323, 
notamment no 821）。ベットシャールは、ここで「銀
行指図」なる独自の概念を持ち出します。指図は被指
図人から指図受取人に引受でも支払でもいいから、給
付が行われないと完成しない。しかし振込ではどちら
も行われずに受取人が預金を取得して終わる、そうい
う特殊な指図なのだという説明です。このあまりにリ
アリズム的な新しい説明には抵抗があります。そこで、
振込は最後の場面で預金債権を取得することにより
完結するが、実は途中で指図の引受が行われているは
ずであるとの立場から、このプロセスを説明するため
に、最後にもうひとつ法技術を使わせて頂きます。こ
れが準消費寄託という観念です（柴崎・提要[13206]、
特に 67 頁）。民法 666 条には消費寄託の規定があり、
そこで「準消費貸借」を定める民法 588 条が準用され
ています（現行法では「第五節」の準用として明示的
に。改正債権法ではなぜか--誰も気付かないままに過
誤で？--削除されてしまいますが、論理的必然から、
588 条の準用は不可避と考えます（柴崎・提要[13103]
注 209））。その結果、準消費寄託という観念が導き出
されます。さきほどの「枠」契約には、これを成立さ
せる合意が含まれていたのです。準消費寄託とは、現
実には寄託ではないのだけど、別の原因で発生した消
費物の引渡義務を負う者が、その合意の発効以降は消
費寄託をしたものと看做されるという制度です。
Ｂは、一瞬、甲を指図人とする指図を被指図人とし
て引受け、乙がこれを受益しますが、上記「枠」契約
の効果によって、この被指図人の無色の債務が瞬時に
預金債権、すなわち寄託金銭返還請求権へと転換する。
これによって預金が成立することになります。
おわりに
振込の構成については以上述べたとおりです。実は
このあと、最高裁の平成 15 年の刑事事件決定と、一
部の下級審裁判例が、誤振込によって成立した預金の
取扱をめぐって平成 8 年判決に抵触するような解釈を
提案しているので、これを問題にしなければなりませ
ん。上記述べてきたわたくしの見解も、このような論
争において平成 8 年判決の原理を擁護するために有益
なのですが、そのことは、本書の[13208]-[13211]に譲
りたいと思います。
ご清聴ありがとうございました。
＊この講演は、早稲田大学ビジネス・ファイナンス研究セン
ターの研究プロジェクト「金融取引の私法学的接近」の一環と
して組織されている金融法ワークショップ BIS(2019 年 7 月 26
日、亜細亜大学)において行われた。
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